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本研究では，分析に空間情報を組み込むことで，再生可能エネルギーの社会的受容性への影響要因を評

価する既存研究の枠組を拡張した．既存研究で見ることができていなかった発電所，自然資本，人工資本，

再生可能エネルギー導入ポテンシャルの空間情報を分析に統合した結果，発電所の近接性，周辺の自然の

豊富さが，再生可能エネルギーに対する支払意思に影響することが示された．また，視認しやすい太陽光

発電所が社会的受容性に負の影響を与える一方で，視認しにくいものは影響を与えないことが示された．

本研究は，空間情報を統合し，CVM を用いて再生可能エネルギーの社会的受容性への影響要因を分析し

た最初の研究であり，特に発電施設の存在や発電所の視認性が社会的受容性にどのように影響を与えるか

を示すことで，新たな知見を提供するものである． 
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1．導入 

 

「アジェンダ 2030」の中心である SDGs(持続可能な開

発目標)の目標 17 項目は，貧困や不平等に対処し，地球

環境を守るための道筋を定めている．持続可能なエネル

ギーは，アジェンダ 2030 の成功の中心を担う．エネル

ギーに関する世界目標である SDG7 は，3 つの主要な目

標を含んでいる．それは，現代的なエネルギーサービス

への手頃な価格で信頼性の高い普遍的なアクセスを確保

すること，世界のエネルギーミックスにおける再生可能

エネルギーの割合を大幅に増加させること，そしてエネ

ルギー効率の改善率を世界全体で 2倍にすることである．

これに対応するため，世界各国の政府は，低炭素エネル

ギー源，特に原子力と再生可能エネルギーのシェアを増

やしている(Nuortimo et al., 2018)．日本では，2009年 11月

に住宅用太陽光発電を対象とした固定価格買取制度(FIT)

が開始され，2012年 7月に太陽光発電，風力発電，中小

水力発電，地熱発電，バイオマスなどの再生可能エネル

ギー資源を対象とした新 FIT 制度が実施された．特に

2012年の新 FIT制度導入以降，太陽光発電の設置件数・

容量は図-1 のように急増し，2012 年から 2019 年までの

年間容量増加率は 38.2％となっている．再生可能エネル

ギーの潜在的な利点としては，環境問題への対応，化石

燃料への依存度の低減，エネルギーの安全性の確保，観

光面での利点，生活の質の向上，天然資源の保護，地域

開発と新規雇用の創出の支援，近隣地域への経済的利益

などが挙げられる (Del Rio and Burguillo, 2009; Zografakis et al.,  

 

図-1 日本の太陽光発電，風力発電，水力発電の設置容量 
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2010)．米国で実施された仮想市場評価を用いて，再生

可能エネルギーを支援するための世帯あたりの年間支払

意思額(WTP)を推定した調査では，再生可能エネルギー

への投資は，気候変動に対応したエネルギー供給の確保

とエネルギーの自給を実現するために望ましい方法であ

ることが示されている(Li et al., 2009)．一方で，再生可能

エネルギーの欠点として，再生可能エネルギー施設によ

る景観破壊，近隣の生態系への影響，騒音公害，設置コ

ストの高さなどが挙げられている(Del Rio and Burguillo, 

2009; Zografakis et al., 2010; Zoellner et al., 2008)．これらの欠点

は，一般の人々が再生可能エネルギー事業に否定的な意

見を持つことにつながる可能性がある．地域社会からの

再生可能エネルギー事業に対する抵抗は，NIMBY(Not in 

My Back Yard の頭文字をとったもの)現象として広く知ら

れており(Economou, 2010; Zoellner et al., 2008; Kaldellis, 2005)，

NIMBY 現象は，社会的対立や経済的損失につながる可

能性を有している(Jobert et al., 2007)． 

再生可能エネルギーに対する社会的受容性を理解する

ことは，エネルギー政策の策定や再生可能エネルギー事

業の実施において重要である．再生可能エネルギー事業

への国内投資と海外からの直接投資の両方において，コ

ミュニティによる社会的受容性は，立地選定の主要な考

慮要素である(Keeley and Matsumoto, 2018; Keeley and Ikeda, 

2017)．NIMBY 現象を含む社会的受容性に関する研究は，

再生可能エネルギーに関するものに限らない．技術と社

会的紛争は相互に影響しあい，一般の人々の技術に対す

る拒否反応につながる可能性がある．そのため，新規技

術に対する社会的受容性の特性を心理学的に理解するこ

との緊急性が強調されている(Gupta et al., 2012)．国家的に

支援されている技術や政策は，積極的な投資や立地選定

の決定の際に，グローバルレベルからローカルレベルへ

と移行する過程で問題に直面する(Bell et al., 2005)．再生可

能エネルギー，炭素回収・貯蔵(CCS)，水素自動車など

の持続可能なエネルギー技術を社会にうまく導入するた

めには，これらの技術が一般の人々に受け入れられる必

要がある(Huijts et al., 2012)．技術の受容に影響を与える要

因の決定に関する論文や調査は着実に増加している

(Gupta et al., 2012)．国際エネルギー機関の風力エネルギー

国際研究プロジェクトの一環として，世界各国の社会受

容に関する国際的な研究結果が発表された．その結果，

単に経済合理性だけでなく，地域福祉の向上を目的とし

た政策形成やプロジェクトの実施を促進するためには，

社会的受容の要素についての更なる知見の蓄積が必要で

あることが示された(IEA, 2013)．このように，再生可能

エネルギーに関する立地選定や政策形成は，科学的知見

に基づいて定量的に進められている．再生可能エネルギ

ーに対する住民の受容性に関する研究では，住民の再生

可能エネルギーに対する WTP を社会的受容性の指標と

して，仮想評価法(CVM)を用いて推計し，住民の選好の

構成要素を明らかにすることが主なアプローチとして用

いられている．WTP は年齢や世帯規模と負の相関があ

り，所得や教育年数と正の相関があるとする研究もある

(Zarnikau, 2003; Li et al., 2009; Koundouri et al., 2009)．Stigka et al. 

(2014)はこの分野の研究の包括的なレビューを提供して

おり，最近の実証研究の一つとして Paravantis et al. (2018)

がある．これによると，他のエネルギー技術と比較して，

小規模であり分散型である再生可能エネルギーには，

(1)立地選択の機会が増える，(2)外観上のインパクトが

比較的大きい，(3)住宅地に近い場所に立地する，とい

う特徴がある．社会的受容に関する研究では，これらの

特性を考慮する必要があると指摘されている

(Wünstenhagen et al., 2007)．地域住民の受容性は，再生可能

エネルギー事業の実施可能性を左右する重要な要素であ

り，再生可能エネルギーの社会的受容性の決定要因につ

いての理解を深めるための研究が増えてきている．しか

し，先行研究の多くはアンケートデータのみを用いてい

るため，社会的受容の構成要素が十分に理解されておら

ず，地理空間情報を考慮した詳細な分析が必要である． 

本研究では，これまでの再生可能エネルギーの社会的

受容の決定要因に関する先行研究で用いられてきた分析

の枠組みを，地理情報システム(GIS)データを用いたア

プローチで拡張した．日本における再生可能エネルギー

(本研究では太陽光発電，風力発電，中小水力発電に焦

点を当てている)の社会的受容の構成要素を，発電施設

と周辺の人工物・自然環境などの空間情報を考慮して示

した．本研究で提示された分析フレームワークにより，

再生可能エネルギーの社会的受容性と各空間情報データ

との関係の詳細を明らかにすることができ，科学的証拠

に基づいた政策形成やプロジェクトの実施，地域福祉の

向上につながることが期待される．本稿の構成は以下の

通りである．第 2 章では，本研究で使用したデータにつ

いて説明する．第 3章では，再生可能エネルギーの社会

的受容性の決定要因の分析をするために用いた手法を概

説する．第 4 章では実証結果を示し，議論を行う．第 5

章で結論を述べる． 

 

2．データ 

 

本章では，日本における再生可能エネルギーに対する

社会的受容性の決定要因の分析，太陽光発電に対する社

会的受容性に及ぼす発電所の視認性の影響の推計に使用

したデータについて説明する．本研究では，既存の発電

所(再生可能・非再生可能を問わず)データ，再生可能エ

ネルギーのポテンシャルデータ，人的資本(HC)データ，

自然資本(NC)データ，人工資本(PC)データの 2 つの大規

模アンケートデータと様々な空間情報データを利用して
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いる．これらの空間情報を再生可能エネルギーの社会的

受容性の分析に取り入れることで，先行研究で用いられ

てきた分析の枠組みを拡張し，より高解像度での社会的

受容性を構成する要素の影響度を明らかにした． 

 

(1) WTP調査データ 

著者らは，住民の再生可能エネルギーに対する WTP

を評価し，WTP に影響を与える決定要因を明らかにす

るために，2019年2月にWebアンケートを用いた全国調

査を実施した．アンケートでは，回答者の居住地の近隣

における太陽光発電，風力発電，中小水力発電の導入に

対する WTP に加え，年齢，性別，世帯年収，教育年数，

主観的幸福度などの個人属性を尋ねた．調査は 18 歳か

ら 69 歳までの人を対象に実施し，回答者の居住地は図-

2に示すように全国に分散している．合計7,556サンプル

を収集した．世帯年収，教育年数，再生可能エネルギー

ごとの WTP に関する質問について，「その他」，「わ

からない」，「回答したくない」と回答した調査データ

を除外し，分析に使用したサンプル数は 3,813 となった．

表-1に，本調査で使用した調査から得られた変数の記述

統計量を示す．世帯年収，教育年数，年齢のデータは，

3 章 1 節で説明するように，回答者の HC を算出するた

めに使用した． 

 

(2) 国内既存発電所のデータ 

住民の居住地に近い場所にある既存発電所の存在と視

認性は，再生可能エネルギーに対する認識を変化させる

可能性がある．本研究では，既存発電所が各再生可能エ

ネルギーの社会的受容性に与える影響を調べるため，

2019年 1月までに日本国内に設置された再生可能・非再

生可能エネルギー発電所を含む発電所の空間情報データ

を用いた．元データは国立情報学研究所から提供された

ものである．本調査では，再生可能エネルギーについて

は，太陽光発電所(1MW以上)，風力発電所(80kW以上)，

中小水力発電所(10MW 未満)のデータを用い，非再生可

能エネルギーについては，火力発電所(1MW 以上，バイ

オマス混焼を含む，100％バイオマス専焼を除く)，原子

力発電所，大規模水力発電所(10MW 以上)のデータを用

いた．各発電所の発電方式の違いによる立地の特徴は，

分析に使用した既存発電所の分布図を示した図-3から見

ることができ，太陽光発電の地域は人口の多い地域，風

力発電や中小水力発電所は山間部，火力発電所や原子力

発電所は沿岸部が多いことがわかる． 

分析に使用した風力発電所数は 421基，中小水力発電所

数は 1,838 基，火力発電所数は 334 基，原子力発電所数

は17基，中小水力発電所数は550基となっている．日本 

 

図-2 WTP調査の回答者分布 

 

表-1 WTP調査から得られたデータの記述統計量 

 

WTP調査データ (N = 3,813) 

変数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

世帯年収(万円) 616.73 388.82 100 2500 

教育年数 14.74 2.16 0 21 

年齢 43.73 11.31 19 64 

性別 0.56 0.50 0 1 

主観的幸福度 3.57 0.98 1 5 

WTP(太陽光発電)(円) 786.01 1804.19 0 19500 

WTP(風力発電) 754.69 1708.76 0 19500 

WTP(中小水力発電) 768.45 1738.47 0 19500 

 

 

図-3 分析に用いた発電所の分布 

 

で最も多く設置されている太陽光発電所については，

「視認性の高い太陽光発電所」と「視認性の低い(ビル

や公共施設の屋上に設置されているものを含む)太陽光

発電所」の 2つに分類されている．この分類に基づき，

低視認性太陽光発電所 758 基，高視認性太陽光発電所 

6,386 基を分析に使用した．これにより，発電所の視認
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性の影響を調査することが可能となった．なお，家庭に

設置されている小規模太陽光発電システムについては，

その空間情報に関するデータの制限があるため，分析に

は含めていない． 

 

(3) HC，NC，PCに関するグリッドレベルのデータ 

HC，NC，PC は新国富指標(Inclusive Wealth Index)の構成

要素である．新国富指標は，将来における消費可能性の

ある財の割引現在価値を，経済における資本資産と富の

合計価値に関連付けるための一連の研究に基づき構築さ

れている(Arrow et al., 2012; Dasgupta, 2009; Heal and Kriström, 

2005)．新国富指標の詳細については，Managi and Kumar 

(2018)を参照されたい．本研究では， 住民の HC(知識，

適性，教育，技能など)，周辺の NC(森林，農地，河

川・河口，大気，海洋，土壌資源など)，PC(道路，建物，

機械，設備など)の影響を調べるために，筆者らが構築

した日本のHC，NC，PCデータを用いる．HC，NC，PC

データは，Inclusive Wealth Report 2018 (Managi and Kumar, 

2018)で提示された方法に準じて，NASAの衛星データを

用いて 30m メッシュレベルで算出している(Bingqi et al., 

2020)．図-4 は，本研究で使用した HC，NC，PC データ

の分布図である．また，参考までに Inclusive Wealth (IW)

の分布図も示している． 

 

(4) 再生可能エネルギーポテンシャルデータ 

各再生可能エネルギー資源の導入ポテンシャルのレベ

ルが各資源の WTP にどのような影響を与えるかを調べ

るために，環境省(2017)の導入ポテンシャルデータを用

いた．導入ポテンシャルの評価は，太陽光は 500m グリ

ッドレベル，風力は 100m グリッドレベルで行った．中

小水力については，全河川と灌漑システムを対象に評価

を行った．いずれも自然条件(標高，最大傾斜など)と社

会条件(自然公園，住宅からの距離など)を考慮した評価

となっている．ポテンシャル評価方法の総合的な解説は，

環境省(2017)の太陽光発電，風力発電，中小水力発電の

導入ポテンシャルデータを参考にしている．図-5は，全

国の各再生可能資源の導入ポテンシャルを示したもので

ある． 

 

3．方法 

 

先行研究の分析手法を踏襲し，再生可能エネルギーに

対する WTP を社会的受容性の指標とした．まず，日本

における再生可能エネルギーに対する WTP を評価する

アンケート調査から得られたデータを用いて，第 2章で

述べた，既存発電所(再生可能・非再生可能を問わず)，

再生可能エネルギーのポテンシャルデータ，人的資本デ

ータ，自然資本データ，人工資本データなどの空間情報 

 

図-4  IW(左上)，HC(右上)，PC(左下)，NC(右下)のマップ 

 

 

図-5 太陽光発電(左上)風力発電(右上)中小水力発電(下)の導入 

ポテンシャル 

 

データを ArcGIS ジオプロセシングを用いて 1km 四方グ

リッドに格納し，再生可能エネルギーに対する社会的受

容性の決定要因の分析を行った．アンケートで得られた

位置情報やその他のデータ(WTP，世帯年収，年齢，教

育年数，主観的幸福度など)を空間情報と照合し，7,556 

名の回答者のデータを合計 4,673 個の 1km 方形グリッド

に格納した． 

 

(1) 回答者人的資本の計算 

本研究では，HC，NC，PCの空間情報を用いて，回答

者 HCとその周辺の PC，NCの影響を調査した．アンケ

ート回答者HCの算出については，Arrow et al. (2012)が提
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案した方法に従う．(1)，(2)，(3)式に従って回答者 HCを

算出した． 

𝐻𝑝 = 𝑒𝜌𝐴 (1) 

 

ここで，𝐻𝑝は回答者人的資本量，ρは金利(= 0.085 )， A

は教育年数である． 

𝑆𝑃𝑝 = ∫ 𝑤(𝑡1) ∙ 𝑒(−𝛿𝑡)𝑑𝑡
𝑇(𝑡1)

0

(2) 

 

ここで，𝑆𝑃𝑝 は回答者HC の反映価格，𝑇(𝑡1)は現在から

退職予定年までの年数，𝑤(𝑡1)は𝑡1の世帯年収，δは割

引率(= 0.085 )である．回答者 HC は，回答者人的資本量

に反映価格を乗じて，以下のように算出される． 

𝐻𝐶𝑝 = 𝐻𝑝 ∙ 𝑆𝑃𝑝 (3) 

 

ここで， 𝐻𝐶𝑝は各回答者HCである． 

 

 (2) 再生可能エネルギーの社会的受容性の決定要因 

本研究では，まず，日本における再生可能エネルギー

の社会的受容性の決定要因とその影響を明らかにするた

め，既存発電所，再生可能エネルギーポテンシャルデー

タ，HC データ，NC データ，PC データなどの各種空間

情報データと，再生可能エネルギーに対する WTP，年

齢，性別，教育年数，世帯年収などのアンケートデータ

を用いて，日本における再生可能エネルギーの社会的受

容性の決定要因とその影響を分析した．太陽光発電，風

力発電，中小水力発電の社会的受容性の決定要因とその

影響を，以下のモデルを用いて分析した． 

 

𝑦 = 𝛼 + 𝛽𝑔 ∙ 𝐺 + 𝛽ℎ ∙ 𝐻 + 𝛽ℎ𝑐 ∙ 𝐻𝐶 + 𝛽𝑝𝑐 ∙ 𝑃𝐶 + 𝛽𝑛𝑐 ∙

𝑁𝐶 + 𝛽𝑡5 ∙ 𝑇5 + 𝛽𝑡10 ∙ 𝑇10 + 𝛽𝑛5 ∙ 𝑁5 + 𝛽𝑛30 ∙ 𝑁30 +

     𝛽𝑤20 ∙ 𝑊20 + 𝛽𝑟𝑒 ∙ 𝑅𝐸 + 𝛽𝑟𝑝 ∙ 𝑅𝑃 + 𝜇 + 𝜀                 (4)  

 

ここで，G は性別を表す説明変数であり，女性であれば 

0，男性であれば 1 である．つまり，(4)式の G の係数 𝛽𝑔

は，性別による再生可能エネルギーに対する WTP の変

化を表す．H は主観的幸福度を表す説明変数であり，5 

を最高，1 を最低とし， つまり，(4)式の H の係数  𝛽ℎは，

主観的幸福度による再生可能エネルギーに対する WTP 

の変化を表す．HC は回答者人的資本であり，3章1節で

述べたモデルに基づいて算出される．PC，NC は，各回

答者居住地 1km 圏内の周辺人工資本，自然資本を表す説

明変数である．HC，PC，NC は量的変数であり，(4)式

のこれらの変数の係数𝛽ℎ𝑐，𝛽𝑝𝑐，𝛽𝑛𝑐は，回答者 HC ，

各回答者居住地周辺の PC，NCの大小による再生可能エ

ネルギーに対する WTP の変化を表す．𝑇5，𝑇10は，それ

ぞれ各回答者居住地5km圏内，5km～10km圏の火力発電

所の存在を表す説明変数である．これらの変数の各圏内

において，1 は発電所があることを，0 は発電所がない

ことを意味する．つまり，(4)式の 𝑇5，𝑇10の係数𝛽𝑡5，

𝛽𝑡10は，火力発電所の存在による再生可能エネルギーに

対する WTP の変化を表す．同様に，𝑁5，𝑁30は，それ

ぞれ5km圏内，5km～30km圏の原子力発電所の存在を表

す説明変数である．各圏内において，1 は発電所がある

ことを，0 は発電所がないことを意味する．つまり，(4)

式の 𝑁5，𝑁30の係数𝛽𝑛5，𝛽𝑛30は，原子力発電所の存在

による再生可能エネルギーに対する WTP の変化を表す．

𝑊20は，20km 圏内の大規模水力発電所の存在を表す説

明変数である．1 は発電所があることを，0 は発電所が

ないことを意味する．つまり，(4)式の𝑊20の係数𝛽𝑤20は，

大規模水力発電所の存在による再生可能エネルギーに対

する WTPの変化を表す．REは，再生可能エネルギー発

電所の存在を表す説明変数である．太陽光，風力，中小

水力の各発電方式について，各回答者の既存発電所への

近接度は，各再生可能エネルギー発電所の視覚的インパ

クトの違いを考慮して，太陽光は 3km圏内と 3km～5km

圏，風力は 5km 圏内と 5km～10km 圏，中小水力は 5km

圏内と5km～10km圏の2つに分けている．各圏内におい

て，1 は発電所があることを，0 は発電所がないことを

意味する．つまり，(4)式の REの係数𝛽𝑟𝑒は，既存再生可

能エネルギー発電所の存在による再生可能エネルギーに

対する WTPの変化を表す．同様に，RPは，各回答者の

周辺地域における各再生可能エネルギーの導入ポテンシ

ャル(P)の存在を表す説明変数である．環境省の評価デ

ータに基づき，1は導入Pがあることを，0は導入Pがな

いことを意味する．つまり，(4)式のRPの係数𝛽𝑟𝑝は，各

再生可能エネルギー発電所の導入 Pの存在による再生可

能エネルギーに対するWTPの変化を表す． 

 

(3) 太陽光発電所の視認性が太陽光発電の WTPに与える 

影響 

本研究では，太陽光発電所の視認性が太陽光発電の 

WTP に与える影響を調べるために，視認性の高い発電

所と視認性の低い発電所に分類した太陽光発電データセ

ットを用いて追加分析を行った．解析には以下のモデル

を用いた． 

𝑦 = 𝛼 + 𝛽𝑔 ∙ 𝐺 + 𝛽ℎ ∙ 𝐻 + 𝛽ℎ𝑐 ∙ 𝐻𝐶 + 𝛽𝑝𝑐 ∙ 𝑃𝐶 + 𝛽𝑛𝑐 ∙

   𝑁𝐶 + 𝛽𝑡5 ∙ 𝑇5 + 𝛽𝑡10 ∙ 𝑇10 + 𝛽𝑛5 ∙ 𝑁5 + 𝛽𝑛30 ∙ 𝑁30 +

   𝛽𝑤20 ∙ 𝑊20 + 𝛽𝑣𝑖 ∙ 𝑉𝐼 + 𝛽𝑖𝑛 ∙ 𝐼𝑁 + 𝛽𝑟𝑝𝑠𝑜𝑙𝑎𝑟 ∙ 𝑅𝑃𝑠𝑜𝑙𝑎𝑟 +

   𝜇 + 𝜀                                                                                   (5)  

 

ここで，(5)式の G，H，HC，PC，NC，𝑇5，𝑇10，𝑁5，

𝑁30，𝑊20は，(4)式で定義したものと同様であり，𝛽𝑔，

𝛽ℎ，𝛽ℎ𝑐，𝛽𝑝𝑐，𝛽𝑛𝑐，𝛽𝑡5，𝛽𝑡10，𝛽𝑛5，𝛽𝑛30，𝛽𝑤20はそれぞ

れ係数である．(5)式のVIは，2章 2節で述べた分類に基

づき，3km 圏内に視認性の高い太陽光発電所の存在を表
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す説明変数である．1 は発電所があることを，0 は発電

所がないことを意味する．𝛽𝑣𝑖 は VI の係数である．同様

に，(5)式の IN は，3km 圏内に視認性の低い太陽光発電

所の存在を表す説明変数である．1 は発電所があること

を，0 は発電所がないことを意味する．𝛽𝑖𝑛 は IN の係数

である．𝑅𝑃𝑠𝑜𝑙𝑎𝑟は，(4)式で定義したのと同様に太陽光

発電所の導入 P の存在を表し，𝛽𝑟𝑝𝑠𝑜𝑙𝑎𝑟は 𝑅𝑃𝑠𝑜𝑙𝑎𝑟の係数

である．表-2に，各再生可能エネルギーの社会的受容性

の決定要因の分析に用いた変数の記述統計量を示す． 

 

4．結果と議論 

 

まず，日本における再生可能エネルギーに対する社会

的受容性の決定要因の分析結果と，太陽光発電の社会的

受容性に及ぼす発電所の視認性の影響の分析結果を示す． 

 

表-2 決定要因の分析に使用した変数の記述統計量 

 

変数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

性別(男性=1，女性=0) 0.56 0.50 0 1 

主観的幸福度 

(最大=5，最小=1) 
3.57 0.98 1 5 

回答者HC(M$) 1.85 1.44 0.0090 14.66 

PC(B$) 1.55 2.24 0 14.23 

NC(M$) 1.44 1.18 0 8.57 

火力発電所(5km圏内) 0.21 0.40 0 1 

火力発電所(5km～10km) 0.26 0.44 0 1 

原子力発電所(5km圏内) 0.0018 0.043 0 1 

原子力発電所(5km～30km) 0.034 0.18 0 1 

大規模水力発電所 

(10MW以上)(20km圏内) 
0.35 0.48 0 1 

太陽光発電所(視認)(3km) 0.38 0.49 0 1 

太陽光発電所(視認) 

(3km～5km) 
0.21 0.41 0 1 

太陽光発電所 

(非視認)(3km) 
0.20 0.40 0 1 

風力発電所(5km圏内) 0.035 0.18 0 1 

風力発電所(5km～10km) 0.15 0.36 0 1 

中小水力発電所(5km圏内) 0.35 0.48 0 1 

中小水力発電所 

(5km～10km) 
0.32 0.47 0 1 

太陽光発電導入P 

(各グリッド) 
0.99 0.076 0 1 

風力発電導入P(5km圏内) 0.20 0.40 0 1 

風力発電導入P 

(5km～10km) 
0.27 0.44 0 1 

中小水力発電導入P 

(5km圏内) 
0.34 0.47 0 1 

中小水力発電導入P 

(5km～10km) 
0.27 0.45 0 1 

WTP(太陽光発電)(円) 786.01 1804.19 0 19500 

WTP(風力発電)(円) 754.69 1708.76 0 19500 

WTP(中小水力発電)(円) 768.45 1738.47 0 19500 

N = 3,813 

 

(1) 日本における再生可能エネルギーに対する社会的 

受容性の決定要因と視認性の影響 

表-3 は，太陽光発電(視認のみ，視認と不視認)，風力

発電，中小水力発電の社会的受容性の決定要因を分析し

た結果である．分析結果から導き出された議論は，(2)

以降で提供する． 

 

(2) 人的資本，人工資本，自然資本の影響 

周辺のPC(道路，建物，機械，設備など)，NC(森林，農

地，河川・河口，大気，海洋，土壌資源など)，回答者

HC(知識，適性，教育，技能など)の影響を分析した結果，

2 つの興味深い特徴が見られた．第一に，回答者の HC

は，いずれの分析においても有意な正の影響を与えてい 

 

表-3 社会的受容性の決定要因の分析結果 

 

変数 

太陽光発電 

風力発電 
中小水力 

発電 視認のみ 
視認と 

非視認 

性別 
85.87 85.73 77.51 68.51 

(57.48) (57.49) (54.32) (55.11) 

主観的幸福度 
131.32*** 131.14*** 123.95*** 137.23*** 

(28.10) (28.07) (26.43) (26.97) 

回答者HC(M$) 
90.30*** 90.34*** 80.01*** 80.14*** 

(21.05) (21.04) (20.60) (20.83) 

PC(B$) 
-2.79 -1.79 11.66 -0.79 

(18.29) (17.78) (17.68) (18.26) 

NC(M$) 
74.60*** 74.61*** 56.05** 55.14** 

(27.78) (27.93) (25.51) (25.69) 

火力発電所(5km圏内) 
-62.04 -63.24 -53.92 -63.28 

(69.13) (71.06) (62.61) (66.67) 

火力発電所(5km～10km) 
164.04* 163.95* 175.91** 118.81 

(85.25) (85.59) (82.59) (82.00) 

原子力発電所(5km圏内) 
-580.07*** -579.82*** -541.77** -522.45** 

(217.82) (218.49) (217.80) (208.84) 

原子力発電所(5km～30km) 
137.56 137.88 176.93 203.11 

(177.24) (177.33) (177.35) (186.52) 

大規模水力発電所(20km圏内) 
82.11 81.62 108.38* 84.79 

(66.03) (65.71) (64.86) (70.63) 

太陽光発電所(視認)(3km圏内) 
-145.50** -138.48**   

(73.10) (64.61)   

太陽光発電所(視認) 

(3km～5km) 

-16.67    

(86.39)    

太陽光発電所(非視認) 

(3km圏内) 

 5.25   

 (72.62)   

太陽光発電導入P 

(各グリッド) 

-43.94 -51.79   

(321.80) (320.81)   

風力発電所(5km圏内) 
  10.66  

  (156.63)  

風力発電所(5km～10km) 
  -63.40  

  (75.70)  

風力発電導入P (5km圏内) 
  21.28  

  (81.82)  

風力発電導入P(5km～10km) 
  -36.23  

  (67.89)  

中小水力発電所(5km圏内) 
   102.48 
   (75.88) 

中小水力発電所(5km～10km) 
   50.48 
   (71.65) 

中小水力発電導入P 

(5km圏内) 

   -56.40 
   (85.06) 

中小水力発電導入P 

(5km～10km) 

   -93.03 
   (74.50) 

定数項 
39.08 39.11 -41.53 -47.74 

(344.48) (344.40) (130.25) (139.60) 

F値 F(13,3799) F(13,3799) F(14,3798) F(14,3798) 

Ho:β=0 4.09 4.09 4.03 4.07 

P値 0.00 0.00 0.00 0.00 

N 3,813 3,813 3,813 3,813 

決定係数 0.018 0.018 0.017 0.017 

標準偏差は括弧内に示す.*** p<0.01，** p<0.05，* p<0.1 
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る．その結果，回答者 HCが 100 万ドル増加することで，

太陽光発電のWTPが90円，風力発電が80円，中小水力

発電が 80円増加することが示された．3章 1節で示すよ

うに，HC は年齢が若く，教育年数が多く，年収が高い

ほど増加する．この結果は，Damigos and Kaliampakos 

(2003)，Li et al. (2009)，Zarnikau (2003)などの先行研究と一

致している．また，いずれの分析においても，周辺の

NC が社会的受容性に有意な正の影響を与えることを示

している．NC が 1 百万ドル増加すると，太陽光発電の

WTPは 75 円，風力発電は 56 円，中小水力発電は 55 円

増加する．PC については，統計的に有意な影響は見ら

れなかった．各再生可能エネルギーに対するWTPにNC

がプラスの影響を与えていることから，豊かな NCに囲

まれた住民は，自然環境の維持を全般的に好む傾向があ

り，持続可能なエネルギー資源を利用した発電所の開発

にポジティブな感情を持っていることが示唆される． 

 

(3) 太陽光発電に対するNIMBY現象 

居住地の近く(3km圏内)に太陽光発電所が存在すること

が，太陽光発電に対する社会的受容性にネガティブな影

響を与えていることがわかった．しかし，居住地から

3km～5km圏にある1MW以上の太陽光発電所の存在は，

WTP に統計的に有意な影響を及ぼさなかった．また，

風力発電所と中小水力発電所は，それぞれ居住地の近く

に設置されていても，風力発電と中小水力発電に対する

社会的受容性には統計的に有意な影響を与えなかった．

これらの結果は，再生可能技術の種類の違いが再生可能

エネルギーの社会的受容性に影響を与えることを示して

いる．3km 圏内にある太陽光発電所のみが太陽光発電に

対する WTP に強く統計的に有意な影響を与えているこ

とから，日本における太陽光発電に対する NIMBY 現象

の存在を示唆していると考えられる．日本では，2012年

の FIT政策導入以降，再生可能エネルギーの導入が急速

に広まり，その大部分が太陽光発電所であった．日本は

太陽光発電の導入容量でトップ 3ヶ国の一つとなった．

一方，風力発電や中小水力発電所の導入状況は太陽光発

電に比べて低い．太陽光発電所の急速な普及は，良いニ

ュースばかりではなかった．地域性を無視した太陽光発

電所の建設，違法な開発，景観破壊，火災リスクの増大

などが取り上げられ，太陽光発電に対するネガティブな

イメージが日本人に根付いた可能性がある． 

 

(4) 非視認性の価値 

視認性の低い太陽光発電所(容量 1MW 以上)の存在は，

太陽光発電の社会的受容性に影響を与えない一方で，視

認性の高い発電所は太陽光発電の社会的受容性に強くネ

ガティブな影響を与えていることがわかった．この結果

から，ビルや公共施設の屋上などの高い場所に設置する

など，太陽光発電所を目につかないように設置すること

が，事業地域の住民の社会福祉の向上に適していること

が示唆された．この結果は，NIMBY 現象や再生可能エ

ネルギー電源の社会的受容性への視覚的影響に焦点を当

てた更なる研究の重要性を浮き彫りにしている． 

 

(5) 原子力発電と再生可能エネルギー 

原発から 5km 圏内の住民は，すべての分析において再

生可能エネルギーの WTP の有意な低下を示した．一方，

原発から5～30km圏内の地域では，統計的に有意な影響

は見られなかった．原発周辺の住民は，原発による雇用

創出や公的補助金による地域経済の活性化などのプラス

の影響を受けている可能性が高い．一方で，原発に近い

ことによる災害リスクなどのマイナスの影響も受けてい

る．原発から5km圏内の住民の判断は，これらのプラス

の影響を再生可能エネルギーの WTP に反映させている

可能性がある．原発から 5～30km 圏内の住民は，ポジテ

ィブな影響を受けず，災害リスクの増加などのネガティ

ブな影響を受ける可能性が高い． 

 

(6) 火力発電と再生可能エネルギー 

住まいから 5km～10km 圏内にある 1MW 以上の火力発

電所は，再生可能エネルギーの WTP に有意な正の影響

を示した．一方，火力発電所から5km圏内にある発電所

は，再生可能エネルギーの WTP に統計的に有意な影響

を与えなかった．これは，火力発電所周辺の住民は雇用

の創出や地域の活性化にプラスの影響を与えている一方

で，火力発電所は大気汚染や景観の阻害などにマイナス

の影響を与えている可能性があることが考えられる．火

力発電所から 5km～10km 圏内の地域では，マイナスの

影響がプラスの影響を大きく上回り，再生可能エネルギ

ーの WTP に反映されている．一方，火力発電所から

5km 圏内の住民では，火力発電所のプラスの影響とマイ

ナスの影響が相殺されていると考察される． 

 

5．結論 

 

本研究では，再生可能エネルギーに対する社会的受容

性の理解を深め，日本における再生可能エネルギーに対

する社会的受容性の状況を推定することを目的としてい

る．日本における太陽光・風力・中小水力に対する社会

的受容性の決定要因の分析及び太陽光発電に対する社会

的受容性に及ぼす発電所の視認性の影響の分析を，大規

模調査データと様々な空間情報を用いて実施した．本研

究では，既存の再生可能・非再生可能エネルギー発電所

の系統情報，自然資本，人工資本，再生可能エネルギー

の導入ポテンシャルなどの空間情報を統合することで，

年齢，性別，教育年数，世帯収入などの回答者の属性に
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加え，既存の再生可能・非再生可能エネルギー発電所へ

の近接性，自然資本の豊富さなどが，再生可能エネルギ

ーに対する社会的受容性に大きく影響することを明らか

にした．また，既存の再生可能エネルギー発電所の視認

性にも注目し，回答者の居住地から 3km圏内の視認性の

高い太陽光発電所(e.g. 地上設置型)は支払意思にマイナス

の影響を与える一方，視認性の低い太陽光発電所(e.g. 高

層ビルの屋上設置)は支払意思にマイナスの影響を与え

ないことが示された．また，本研究の結果は，日本にお

ける太陽光発電に対する NIMBY 現象の潜在的な存在を

浮き彫りにし，再生可能エネルギー発電所の開発におけ

る地域の社会福祉を高めるための方向性を示唆するもの

である． 
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Analysis of Factors Affecting Willingness to Pay for Renewable Energy Incorporating 

Spatial Information 

 

Kento KOMATSUBARA, Alexander R. KEELEY and Shunsuke MANAGI 

 
This study extends the framework of existing researches that analyze the factors influencing social ac-

ceptance of renewable energy by incorporating spatial information into the analysis. Spatial information 

such as existing power plants, natural and produced capital, and introduction potential of renewable energy 

is integrated into the analysis. The study showed that proximity to power plants and abundance of natural 

capital around the residential area influence social acceptance of renewable energy. Visible solar PV plants 

have a negative impact on social acceptance, while less visible ones (e.g. placed on rooftops) have no in-

fluence on social acceptance. This study is one of the first studies to integrate spatial information to analyze 

the factors affecting the social acceptance of renewable energy. Besides showing the impact of the factors 

that have been explored in preceding studies, this study has shed new light on how the presence of the 

power plants and the visibility of the power plants affect the social acceptance.  
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